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サステナビリティをめぐる言葉の競争
―有価証券報告書等の ・ ・ の併存と制度化―

星野 雄介（武蔵野大学 経営研究所 客員研究員／京都産業大学 経営学部 准教授）

要約
本論文は、日本企業における ・ ・ という つの経営概念の使

用実態を分析し、それらがどのように併存し、意味的にすみ分けられているの
かを明らかにすることを目的とする。有価証券報告書約 万文書を対象にテキ
ストマイニングを行い、用語出現頻度の推移と各概念との共起構造を検討した。
その結果、 概念は淘汰関係ではなく併存関係にあり、特に はトップマネ
ジメント課題に組み込まれ制度的に正統化されたことで、意味的に強い立場を
獲得していることが確認された。 は投資家や資本市場を中心に制度的に定
着し、 との接続性を保ちながら補完的に機能している。一方、 は社
会的関心の高まりとともに急速に普及したが、社会的関心の低下とともに減少
傾向がみられた。これはすでに制度化・正統化された概念が、他の概念の意味
的空間を限定するというダイナミズムを示している。

１．はじめに
社会には、「同じカテゴリの複数の言葉」とも言い得る一連の言葉が見られる。
例えば、 年代以降に普及したオフィス・オートメーションから 年代
以降の情報化・デジタル化、 年代半ば以降のデジタル・トランスフォーメ
ーションは、「生産性の上昇のために情報技術を活用すること」というカテゴリ
に属する複数の言葉である。アカデミアでも、ラディカル・イノベーション、
非連続イノベーション、破壊的イノベーション、革命的イノベーションなど、「社
会に大きなインパクトを与えるイノベーション」というカテゴリの複数の言葉
がある。老人をシニアと言い換えるなど、企業経営・経営学以外でもこのよう
な現象はよく見られる。
しかし、これらの言葉の交代や併存は単なる言い換えではない。ある概念が

社会や組織に制度的に定着する過程では、他の概念の意味を制約しうる。この
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ような意味的・制度的力学を踏まえると、複数の言葉の併存は、社会的認識の
再編として捉えられるべき現象である。本論文では、このような「同じカテゴ
リの複数の言葉」が経営実務においてどのように併存し、すみ分けられている
かを、日本企業における ・ ・ を例に検討する。
このような現象にはいくつかのパターンが見られるようだ。以前の言葉とは

時期が離れていることから新たに登場するパターン（オフィス・オートメーシ
ョン→情報化）、対象のとらえ方を変化せる再フレーミング（老人→シニア）、
意味の補完（ジェンダーと ）もありうる。この点について、現時点の筆者
の解釈をもとに整理した一例が、表 である。

表表 同同じじカカテテゴゴリリのの複複数数のの言言葉葉．．

この現象に対する捉え方は「複数の言葉」「同じカテゴリ」のいずれを重視す
るかによって異なる。例えばデジタル化とデジタル・トランスフォーメーショ
ンについて、前者はアナログの手続きをデジタルにすること、後者はビジネス
モデルをデジタル技術で刷新すること 今井 といった相違点に着目し
た研究が見られる。このようにアカデミアの一部では相違点に注目が集まる傾
向があるようだ。他方で、一般社会においてはアカデミアの専門用語は、定義
通り使われない可能性がある。例えばトラウマという精神医療の専門用語は「過
去に体験した嫌な経験」程度の意味で使われる傾向がある 。この
場合は、アカデミアの定義から離れ「複数の言葉」というよりも、嫌な出来事・
記憶といった「同じカテゴリ」に注目した解釈となりうる。
しかしながら、このような現象それ自体の研究が進んでいるとはいいがたい。

カテゴリ 単語 パターン
生産性の上昇のために情報技術を
活用すること

オフィス・オートメーション、情報化、デジタル化、デジタル・
トランスフォーメーション

異なる時期

社会に大きなインパクトを与える
イノベーション

ラディカル・イノベーション、非連続イノベーション、破壊的イ
ノベーション、革命的イノベーション

異なる意味

従業員の働きやすさを尊重するこ
と

ワークライフバランス、人的資源経営、人的資本経営 再フレーミング

企業の規模縮小 減量経営、リストラクチャリング、リエンジニアリング 異なる時期

高齢者 老人、シニア 再フレーミング
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筆者らは過去に日本の人的資源管理制度改革に注目し、 年の人的資本の強
制開示後に、働き方という 年から広まった言葉の意味が変化し、人的資源
管理の認識が再構築されたことを指摘した 。しかしこ
の研究以外には、新たな言葉が広まったときに既存の言葉と比較する研究が中
心であり、概念間のダイナミズムに注目した研究はほとんどない。
そこで本論文は、 ・ ・ を事例に、日本企業の有価証券報告書を
テキストマイニングすることで、これら 単語の間にどのような関係性がある
かを明らかにしていく。そのために、これらの単語が淘汰されるのか並存する
のかを確認し、併存している場合にはどのような意味変化が起こるのかを検討
する。さらに、制度理論の観点から、企業がどの概念を制度化・正統化するか
が、他の概念の意味的空間をどのように制約するかという「概念間の意味的権
力関係」を明らかにすることを目的とする。
本論文の分析から、 は経営陣に制度的に組み込まれ、後発の は投資

家による評価の文脈を担い、さらに は社会的行動指針の文脈を占めるこ
とで、 単語が意味空間においてすみ分けしていたことが明らかになった。本論
文は ・ ・ の量的質的競合関係を初めて定量的に分析したという
新規性がある。
本論文の知見は以下の 点において既存研究に貢献する。
 連続する経営用語が必ずしも意味の再配置を伴うわけではなく、意味変化が
非自明であることを示した

 意味的再配置の条件として、制度理論による同質化にもとづいた組織慣性が
あり得ることを指摘した

 テキストマイニングを用いることで複数の単語間の意味的関係を定量的に
把握できる分析枠組みを提示した

本論文は以降、第 節で関連研究を整理する。第 節で研究方法を提示し、
第 節で分析結果を、第 節で分析結果の解釈を議論する。第 節ではここま
での内容を踏まえた含意と研究限界を整理する。
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２．先行研究
本節では本論文が事例として取り上げる ・ ・ についての概要
と、言葉間の競争及び意味変化についての既存研究を整理することで、本論文
の位置付けを明らかにする。
（１） ・ ・

は の略語であり、日本語では企業の社
会的責任と訳される。 は民間企業がボランティア活動への参加・協力・支
援、地域開発、公益のための非営利団体への資金助成、あるいは倫理的な事業・
投資を通じて、社会的目標への貢献を目的とする責任といえる。
歴史的には、 多国籍企業ガイドライン（ 年）、国連グローバルコ
ンパクト（ 年）、 ガイドライン（ 年）、 についての議
論開始（ 年）が、 の世界的な普及の契機になった 植木 。日本
においては、 年のいわゆる「 元年」を契機に、 が普及・定着した。
ただし日本においては近江商人の「三方よし」をもって の起源とする説も
あり 滝澤 、言葉よりも概念が先に普及していたといえる。

は の頭文字をとったものであり、
日本語では環境・社会・企業と訳される。 は投資活動や経営・事業活動に
おいて、財務情報だけでない環境への配慮や社会的責任、企業統治の向上を意
図した内容を指す。
歴史的に は 年代の倫理的投資や社会運動に端を発するが、本格的
な定着は 年の国連報告「 」による。 年の「責任投資
原則（ ）」の原則 に掲げられ、
年代以降は投資家の受託者責任や規制の枠組みに組み込まれるようになった
須藤 。しかし日本において本格的に という言葉が本格的に注目さ
れるようになるのは、 年以降である。当時 兆円の運用資産規模を持っ
ていた年金積立金管理運用独立行政法人（ ：

）が、 年に責任投資原則に公的機関としては初めて署名
した。 は 年には の取り組みで先進的な日本企業を構成銘柄とす
る新しいインデックスを採用し、日本において という言葉の周知が進んだ。

は の頭文字をとったもので、日本語
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では持続可能な開発目標と訳される。狭義には 年までに達成するべき
の世界的目標と の達成基準を指し、普遍性（全ての国に適用）、統合性（経
済・社会・環境の三側面を統合）、包摂性（誰一人取り残さない）の 点を基本
原則とする 飯野 。
歴史的に は前身の「ミレニアム開発目標（ ）」後の枠組みとして
議論された。 年のリオ を契機として、 年 月、国連総会で全会
一致で正式採択された。日本では 年に内閣総理大臣をトップとする「
推進本部」が設置され、政府主導の推進体制が整備された。企業や金融機関も
「 」や私募債などを通じて積極的に取り組み、地方や中小
企業にも広がりを見せている。さらに大学もインパクトランキングを通じて国
際的に評価されるなど、官民学を横断した展開が進んでいる。
以上の定義・歴史・進展を鑑みるに、「企業は利益のみならず、社会性・公益
性を追求するべき」というフレームは共通している。しかしながら、 は企
業に課せられた責任、 は投資家に課せられた責任、 はより広範な社
会全体の改善を志向しており、射程が異なっている。このような概念が企業に
組み込まれるときに、どのようにして解釈されているのかは、明らかとなって
いない。
（２） 関連概念の競争・意味変化
既存研究では、 という制度的に確立した言葉と ・ という新し
い言葉がどのように競争・共存し、どのような境界を形成するのかという点が、
これまでの研究における空白として残されている。
新旧の言葉の関係性は量と意味に分類できる。ここではまず、テキストに現

れる概念の「盛衰」を量的に測定する つの先行手法を参照する。第 に、ビ
ブリオメトリクスは論文データベースに登録された出版物数を統計的に集計し、
特定トピックがどの時期に隆盛したかを可視化する手法・研究分野である

。 ほか 、
(Alfirević ほか のような急伸トピックを対象に多くの研究が報告されてい
る。第 に、 は数千万冊規模の書籍テキストを対象に語の使用頻
度を経年的に追跡し、社会認識の変化を把握する手法・研究分野である

ほか 。たとえば使用頻度の低い不規則動詞が、規則動詞に
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とってかわられる現象が報告されている。第 の
ほか は新聞や専門誌に掲載された記事件数を指標化する手法

であり、 サークルやバランスト・スコアカードといった経営コンセプトの人
気推移を測定してきた ほか 。
語の意味が歴史的・社会的・文化的要因によって時間とともに変化する現象
は「 」として長らく研究されてきた。例えば によると
隠喩（メタファー）・換喩（メトニミー）・提喩（シネクドキ）といった意味拡
張の仕組みが、語の意味の拡大・意味の縮小・意味の改善（高揚）などの意味
変化が引き起こされるという 。これらの
研究は主として言語学の文脈に属するが、社会的文脈においても、言葉の使わ
れ方や結びつきが変化することで、新しい意味的秩序が形成されることを示唆
している。さらに、こうしたディスコース的視点は、経営学においても重要で
あり、組織内外の言説は戦略や正統性の構築、さらには経営概念の受容や変容
を方向づける要因として機能する ほか

。
本論文は、計測ロジックを有価証券報告書のテキストに適用し、日本企業全
体で 単語・概念の淘汰・併存の状況を記述統計によって検証する。その後に、
テキストマイニングを用いた意味の変化を分析する。これにより、企業組織の
テキストを通じて概念がどのように制度化され、再定義されていくのかを実証
的に検討することが可能となる。

３．方法論
（１）データ・データ処理
①データ
本論文では企業の ・ ・ の認識を測定するための情報源として、
有価証券報告書を用いる。有価証券報告書を公開している上場企業は一般的に
規模や社会的信用が高く、日本のビジネスセクターを代表しているといえる。
また有価証券報告書は過去に遡及可能な法定開示書類であり投資家とのコミュ
ニケーションに用いられる。そのため企業は適切かつ一貫した情報開示を行う
インセンティブを持つことより 、本論文の目的と適合する。
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データは株式会社アイ・エヌ情報センターが提供する の全文検索によって
獲得された アイ・エヌ情報センター 日付なし 。検索キーワードは「
企業の社会的責任」「 」「 持続可能な開発目標」であり、単語ごと
にデータを取得した。データの書類上の出所は、 （経営者による財務状
況および経営成績の分析）に限定せず、報告書全体から取得されている。なぜ
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られた大本のデータは日本企業の有価証券報告書、半期報告書、四半期報告書
から取得した 年 月から 年 月末までの約 年分、 社、
万文書、 万文字である。
（２）分析
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とってかわられる現象が報告されている。第 の
ほか は新聞や専門誌に掲載された記事件数を指標化する手法
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れ方や結びつきが変化することで、新しい意味的秩序が形成されることを示唆
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。
本論文は、計測ロジックを有価証券報告書のテキストに適用し、日本企業全
体で 単語・概念の淘汰・併存の状況を記述統計によって検証する。その後に、
テキストマイニングを用いた意味の変化を分析する。これにより、企業組織の
テキストを通じて概念がどのように制度化され、再定義されていくのかを実証
的に検討することが可能となる。

３．方法論
（１）データ・データ処理
①データ
本論文では企業の ・ ・ の認識を測定するための情報源として、
有価証券報告書を用いる。有価証券報告書を公開している上場企業は一般的に
規模や社会的信用が高く、日本のビジネスセクターを代表しているといえる。
また有価証券報告書は過去に遡及可能な法定開示書類であり投資家とのコミュ
ニケーションに用いられる。そのため企業は適切かつ一貫した情報開示を行う
インセンティブを持つことより 、本論文の目的と適合する。
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めに、 単語それぞれについて、毎年 月末までの合計データ数を被説明変数、
毎年 月末までの合計データ数を説明変数とした回帰分析を実施した。結果、
月末までの合計データ数は 月末までのデータ数の 倍（ ）、補

正 は であることから、このデータ処理でも大きな問題はないと考え
られる（ ）。
②質（意味変化）の分析
各用語が淘汰されていないのであれば、次に意味の分析となる。意味の分析

に先立って、形態素解析を行う必要がある。単語間にスペースが挿入されてい
ない日本語を単語単位に分割するために専用のソフトウェアが必要である。本
論文では一連のテキスト分析のために を用いた

。形態素解析に際し、使用頻度の割に意味がほとんどない「月」
「平成」をストップワードに、「持続可能性」「重要課題」「開発目標」「ステー
クホルダー」の 語を強制抽出とした。
本論文では意味の分析に対応分析を用いる。これは、計量テキスト分析にお

いて複数のグループのテキストデータを比較する際に役立つ統計手法である
。対応分析によって語とグループの関係性を

一つの図にまとめて視覚的に示すことができ、概念間のすみ分けや競争の構造
を捉えることができる。代替手法としてトピックモデリング ほか
ではなく対応分析を選択したのは、①対応分析は確率分布を前提としないため
再現性が高く、②極めて短いテキストに適しており、③カテゴリごとのデータ
規模の不均衡にも強いという理由による。ただし、対応分析はカテゴリごとの
特徴を強制的に可視化するという特徴があることにも注意が必要である。
対応分析のために、データをいくつかのグループに分類しなければならない。
データ分割の基準として、書数のグラフ（図 ）より、 優位の期間（
年） ・ の急成長期（ 年）、 ・ 優位の期間（
年）の 期に分割することとした。 年において、 と への言
及は極めて少ないため分析に用いないこととした。最終的に振られたカテゴリ
と文書数は表 の通りである。
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タセットで対応分析を行う。もしメイン分析と同様の傾向が見られるのであれ
ば、その傾向はロバストだといえる。
対応分析のパラメターは名詞のみに限定した。予備調査及び過去の筆者の研

究により有価証券報告書の動詞は「取り組む」「図る」「実行する」などあまり
種類が多くなく、意味も見出しにくいためである

。単語数は のデフォルトの 単語の候補の
うちから 単語を分析対象とした。

４．結果
（１）量的分析
図 は 年の － 月までの 文書数、 言及企業数、 新規言及企業
数の推移を表したものである。 文書数について は 年まで順調に増
加しているがその後は 年まで安定しており、 年にはアップダウン
が見られる。 ・ は異なる時期に発表された概念であるにもかかわらず、
おおむね 年以降に急速に言及回数が増加し、 年で多少減少したもの
の、 年には はリバウンドの兆候が見られた。他方で は 年
より減少トレンドに入ったように見える。
図 の特徴を整理すると次のようになるだろう。 は安定している。
と は 年代後半に急速に盛り上がったことは共通しているものの、

年以降リバウンドの兆候が見られる とピークアウトの傾向が見られ
る と分かれている。これは 単語が異なる状況に置かれていることを示
している。
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図図 ．．文文書書数数 ・・言言及及企企業業数数 ・・新新規規言言及及企企業業数数 のの推推移移。。ただし可能な限り広
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。単語数は のデフォルトの 単語の候補の
うちから 単語を分析対象とした。
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が見られる。 ・ は異なる時期に発表された概念であるにもかかわらず、
おおむね 年以降に急速に言及回数が増加し、 年で多少減少したもの
の、 年には はリバウンドの兆候が見られた。他方で は 年
より減少トレンドに入ったように見える。
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取り組み」と、縦軸は「上： への貢献、下： のためのガバナンス等」
と解釈できる。図より、 は 期ともほぼ横軸上の「内部体制」に、 は
第 象限の「 のためのガバナンス等への取り組み」、 は第 象限の
「 貢献のための取り組み」に位置している。本論文の問題意識に照らし合
わせると、① ・ という同じカテゴリの異なる言葉が登場したとしても、

は一貫して内部体制に位置し意味変化は起こらなかった、② ・
も用語の意味を反映したすみ分けが行われていた、といえる。

図図 期期間間・・ 単単語語のの対対応応分分析析結結果果。。 の意味変化が起こらず、定義に従った意

味のすみ分けが行われている。

図 はロバストネスチェックの結果を示している。図 は 年に
単語すべてに言及している企業のみをサンプルとしている。また、図 は同時
期に 単語のいずれか つのみに言及した企業のみをサンプルとしている。一
見して明らかなように、①横軸の成分が 以下であり、②登場する単語の内
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容・位置関係、③各カテゴリの位置関係も図 と同様である。ロバストネスチ
ェックでも同様の傾向が見られたことから、 の意味変化が起こらず、定義
に従った意味のすみ分けが行われていることが確認できた。

図図 ．．対対応応分分析析（（ロロババスストトネネススチチェェッックク））。。 年に 単語すべてに言及して

いる企業、 単語いずれか つのみに言及している企業をサンプルとした対応分析結果で

ある。 の意味変化が起こらず、定義に従った意味のすみ分けが行われている。

本節の分析により、 ・ ・ の 単語は淘汰関係ではなく、異なる
意味空間を占めて共存していることが明らかになった。意味的には は経営
層や内部統制と強く結びついており、 ・ は外部ステークホルダーや社
会的課題の文脈に位置づけられている。これらの特徴は、各概念の使用目的や
社会的位置づけの違いを反映しているものと考えられる。次節では、この制度
的・正統化的要因を理論的に検討する。

５．議論
（１）結果
ここまでの分析で明らかになった点は以下のとおりである。

・ ・ は競争・淘汰の関係にあるとはいえず、量的に異なる動
向を示した
⚫ は新規使用企業が減っても安定した言及回数・言及企業数を確保し
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と解釈できる。図より、 は 期ともほぼ横軸上の「内部体制」に、 は
第 象限の「 のためのガバナンス等への取り組み」、 は第 象限の
「 貢献のための取り組み」に位置している。本論文の問題意識に照らし合
わせると、① ・ という同じカテゴリの異なる言葉が登場したとしても、

は一貫して内部体制に位置し意味変化は起こらなかった、② ・
も用語の意味を反映したすみ分けが行われていた、といえる。

図図 期期間間・・ 単単語語のの対対応応分分析析結結果果。。 の意味変化が起こらず、定義に従った意

味のすみ分けが行われている。

図 はロバストネスチェックの結果を示している。図 は 年に
単語すべてに言及している企業のみをサンプルとしている。また、図 は同時
期に 単語のいずれか つのみに言及した企業のみをサンプルとしている。一
見して明らかなように、①横軸の成分が 以下であり、②登場する単語の内
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ていた
⚫ は言及回数・言及企業数ともに急速な普及ののち一旦減少したが、
リバウンドの兆候が見られた

⚫ は言及回数・言及企業数ともに急速な普及ののち減少傾向が見ら
れた

 ・ ・ は意味的にすみ分けしていた
⚫ は経営層・内部統制と強く結びついていた
⚫ は投資家文脈に位置づけられていた
⚫ は社会的連携文脈に位置付けられていた

（２）結果の解釈
①意味的すみ分けと制度化・正統化
この結果に対し、順番を前後して後者の「意味的すみ分け」から議論をして
いく。第 の論点は、既存研究と異なり 、同じカテゴ
リの新たな言葉が導入されても、必ずしも古い言葉の意味が変化しないことで
ある。この本論文の発見は既存研究に対して新たな事例を追加している。
第 の論点は、意味的すみ分けが発生した要因である。図 に示すように、
は経営陣や内部統制に関する語と近く、トップマネジメント課題として位

置づけられている。他方で、 は投資家、 は社会的目標達成行動に関
する語と近接していた。 は 年が「 元年」と呼ばれるほど注目を
集め、当時の企業にとって をトップマネジメント課題とすることが社会的
期待に沿った対応だったといえる。 が先にトップマネジメント課題として
定着したことで、後発の や は同じ領域に入り込みにくくなった可能
性がある。

が日本企業全体で共有された背景には、企業間で同様の取り組みが広が
る制度的同型化の傾向が関係していると考えられる

。 が日本企業においてトップマネジメント課題として一般化したのは、
このような同質化の過程と整合的である。

・ という後発単語との意味的すみ分けについては筆者らの既存研究
と整合的である 。「人的資本」
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などの概念も全社戦略に取り込まれることで、過去の「働き方」などの言葉の
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性がある。
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投資家評価、 は社会的行動と、意味をすみ分けながら共存していた。先行
して組み込まれた概念が意味的・制度的に安定し、後発概念が他領域へ展開す
る傾向が示唆される。これは、企業が制度理論的に つの概念を制度化・正統
化したがゆえに、他の概念は組織慣性的に別の意味的空間を探索する必要があ
ったことを示唆している。

６．結論
（１）結論と貢献
本論文は、日本企業の有価証券報告書における ・ ・ の用法を
分析し、 概念が淘汰ではなく意味的にすみ分けていることを実証的に示した点
に新規性がある。これにより、同一カテゴリ内の概念が単なる言い換えや交代
としてではなく、制度的定着のタイミングや社会的文脈に応じて意味領域を再
配置することを明らかにした。 ・ ・ の量的・質的競合関係を初め
て定量的に分析したという新規性がある。
本論文の貢献は 点である。第 に、後発語の導入が直ちに既存語の意味変
化をもたらすわけではないことを示し、意味変化には制度的条件が関与するこ
とを示唆した。第 に、先行して制度的に組み込まれた概念が意味領域を占め、
後発概念が他領域へ配置されやすいという意味配置のメカニズムを提示した。
第 に、複数概念の同時的な意味配置を対応分析により定量的に可視化する分
析手続きを提示し、経営概念の競合を量的に把握する手法的可能性を示した。
（２）含意
第 に、複数の近縁概念のうち、どの概念をトップマネジメント課題として
制度に組み込むかという選択が、概念の持続性と意味配置を方向づける。いっ
たん内部制度に取り込まれた概念は変更が困難であり、長期的運用を前提とし
た慎重な用語採用が求められる。第 に、政策的に新しい概念を普及させる際
には、単なるスローガン提示ではなく、経営層の意思決定プロセスや組織構造
に埋め込む仕組みを設計する必要がある。既に別の概念がトップマネジメント
課題として制度化されている場合、より望ましい単語への置換を促しても、組
織慣性によって限定的にならざるを得ない。第 に、このモデルは教育政策や
医療制度、地域連携といった他領域にも応用可能である。例えば教育分野にお
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いて、「探究学習」「アクティブラーニング」「 教育」といった概念がど
のように意味空間を占有し、どの用語が制度的に定着し、どれが形骸化してい
ったのかを分析することで、政策言語の実効性と持続性を検証できるだろう。
（３） 限界と展望
第 に、「同じカテゴリの複数の言葉」という枠組みは事例的定義に依拠して
おり、網羅性の確保・概念整理がなされていない。第 に、法定開示文書に基
づく分析であるため、外的妥当性は日本の上場企業に主として限定される。第
に、テキストマイニングは表層特徴に依拠するため、書き手の意図や実態との
乖離（例：ウォッシュ現象）を直接には捉えない。
本論文は、制度への先行的埋め込みが概念の意味配置と持続性を方向づける
ことを、日本企業の公式ディスコースに基づいて示した。今後は、枠組みの精
緻化と補完的データの導入により、配置メカニズムの一般化可能性を検討して
いきたい。また、枠組みの体系化と、補完的な意味分析手法（例：分散表現に
よる語義近接の追跡）を組み合わせ、書き手の意図と実態評価データを参照し
ながら、概念の配置メカニズムを検証的に拡張することを展望している。
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（２） 月末データと年間データの関係
被説明変数を 月末までの件数、説明変数を９月末までの件数、コントロー
ル変数に ダミー、 ダミーを投入した回帰分析結果は以下のとおりであ
る。補正 が と極めて高く、１２月末までの件数は９月末までの件数の

倍（ ）となっていた。

回帰統計
重相関 R
重決定 R2
補正 R2
標準誤差
観測数

係数 標準誤差 P-値 下限 95% 上限 95% 下限 95.0%上限 95.0%
切片
9月末まで
CSRダミー
ESGダミー
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